
　今後の展開方針 注）．例年どおりの事業展開を予定している事務事業については、特段の記載をしていません。

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

新規事業の立案

・特別支援教育の充実に向け、ヘルパーの増員につい
て検討します。
・実務的な議論を行う協議会を開催し、教育委員会の
機能強化、活性化を図ります。

特別支援教育推進事業
教育委員会運営事業

・市独自の非常勤講師の配置を小学校7校、中学校3校に限
定し、県の尐人数学級研究指定校制度の低学年への更なる
有効活用により事業の効率化を図ります。

小、中学校尐人数指導等非常勤
講師配置事業

　個別目標 子どもの生きる力を育む

子どもが個性・能力にあった教育を受けている

特別支援教育ヘルパー充
足率

総合計画審議会記入欄

「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート 「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート

２－２－２　子どもが個性・能力にあった教育を受けている

　総合計画体系

　健康領域・基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

主な取り組み内容

【児童生徒が、学習内容を確実に理解できる環境を整備する】
・１学級の児童生徒数が多い、小学校低学年(1～3)年と中学校1年を対象に、尐人数指導や
きめ細やかな指導を行うため、非常勤講師の配置を行いました。
・特別支援学級を支援するため特別支援教育ヘルパーを46人から55人に増員し、教育的ニー
ズに応じた支援を拡充しました。
【児童生徒が快適に学べる学校環境を整える】
・学校施設の校舎及び屋内運動場の耐震化については平成21年度までに95％が完了し、平成
22年度中に体育館残り5校を建て替えることにより100％耐震化が完了します。今後は劣化が
進んでいる学校施設の設備や内外装の大規模改修を計画的に行っていきます。
【教育行政を円滑かつ効果的に運用する】
・教育委員会会議は、毎月１回定例会を開催するほか、必要に応じて臨時会や協議会を開催
しました。また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき「教育に関する事務の
管理及び執行の状況の点検及び評価」を行い、その結果について公表を行いました。
【私立幼稚園が適切な教育を行えるよう支援する】
・私立幼稚園に通う子どもたちが、個性や能力に応じた教育が受けられるよう、各幼稚園及
び幼稚園協会に補助金を交付しました。また、障がい児の受け入れ園に対しても補助金を交
付しました。

　めざす成果 子どもの個性や能力に応じた教育の場が用意され、障がいの有無に関
わらず、子どもたちが生き生きと活動しています。

「めざす成果」を達成するための施策展開（ロジックツリー）

総合計画掲載指標① 総合計画掲載指標② 総合計画掲載指標③
子どもの個性や能力に合った教育が
行われていると思う市民の割合

小・中学校尐人数指導等
非常勤講師の充足率
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　施策への提言

構成事業に対する考え方
（事業の量及び実施手法）

・発達相談件数は年々増加傾向にあることから、非常勤職員である専門職員の常勤化や
ケースワーカーを新たに配置し、継続性のある支援体制や相談者へのコーディネート機
能の充実など、相談支援体制の強化を図ることが必要です。さらに、関係機関との連携
強化による支援ネットワークの充実と早期支援の徹底に努めて行く必要があります。ま
た、発達障がいについて、より広く市民の理解が得られるような取り組みを行う必要が
あります。
・県の尐人数学級研究指定校制度に併せ、市独自に小学校7校、中学校3校へ非常勤講師
を配置し、個性、能力にあった教育の充実を図ります。
・学校の大規模改修については、校舎の全面的な建替えではなく、計画的な改修を行い
建物の延命化を図ることが、経済性や施設運営面において効果的と考えています。

事業の効率化

その他見直し

事業の廃止・縮減

・「大和の自然」改訂版の発刊に向け、3ｹ年で調査研究
を行います。また、理科の学習内容に対応した配布対象
学年の3年生への引き下げを検討します。
・児童生徒用コンピュータの整備については、中学校か
ら順次更新を進めるとともに、教職員への配備に関し、
児童生徒と兼用による効率的な運用による１人1台配備に
ついて検討します。

理科・環境教育に関する調査研
究・研修事業
教育用コンピュータ整備事業

めざす成果 具体的な施策 取り組み内容

児童生徒が、快適に学べ
る学校環境を整える

教職員などが生き生きとした

教育活動を行える環境を整え
る

児童生徒が、学習内容を
確実に理解できる環境を

整備する

②

児童生徒に、よりきめ細やか
な指導を行える体制をつくる

教育関係者などが、事業概要
について網羅的に理解できる

ようにする

時代に対応した能力を伸ばす
教育活動を推進する

計画的に学校施設の建設、改
修、建替を行う

③
子ども一人一人の教育的ニー
ズに応じて、適切な支援を行う

小中学校の運営に必要な物
品などを確保する

航空機騒音の被害を軽減する
ための設備を整備する

学校施設、設備を良好かつ快

適な状態に保つ

教育行政を円滑かつ効果
的に運営する

私立幼稚園が適切な教育
を行えるよう支援する

私立幼稚園の教育環境を良
好な状態に保つ

児童生徒が、適切な教育を受

けられる条件を整備する

①
子どもが個性・能力にあっ

た教育を受けている

教育に関する取り組みを統一
的な方針のもと確実に進行す
る

事務事業名 担当課

児童生徒学籍管理事務 学校教育課

通学区域設定・変更事務 学校教育課

外国人児童生徒教育推進事業 指導室

小学校院内学級運営事業 指導室

中学校院内学級運営事業 指導室

中学校移動水泳授業実施事業 指導室

修学旅行等への看護師派遣事業 指導室

小学校教科書等整備事業 指導室

小学校教材等整備事業 指導室

中学校教科書等整備事業 指導室

中学校教材等整備事業 指導室

指導図書等整備事業 指導室

小学校尐人数指導等非常勤講師配置事業 学校教育課

中学校尐人数指導等非常勤講師配置事業 学校教育課

特別支援教育研究事業 指導室

就学相談事業 指導室

ことばの教室運営事業 指導室

特別支援教育推進事業 指導室

小学校特別支援教育教材備品等整備事業 指導室

中学校特別支援教育教材備品等整備事業 指導室

障害者処遇委員会運営事業 障がい福祉課

発達相談支援システム推進事業 保育家庭課

英語教育推進事業 指導室

教育ネットワーク運用管理事業 教育研究所

教育用コンピュータ整備事業 教育研究所

情報教育推進事業 教育研究所

理科・環境教育に関する調査研究・研修事業 教育研究所

理科センター運営事業 教育研究所

小学校学校備品整備事業 教育総務課

小学校管理事務（学校配当） 教育総務課

中学校学校備品整備事業 教育総務課

中学校管理事務（学校配当） 教育総務課

小中学校庁務作業業務 教育総務課

小学校デジタル放送受信設備整備事業 教育総務課

小学校建設事業(年賦分) 教育総務課

中学校建設事業(年賦分) 教育総務課

小学校大規模改修事業 教育総務課

中学校大規模改修事業 教育総務課

大和市学校建設公社連携事務 教育総務課

小学校屋内運動場建替事業 教育総務課

中学校屋内運動場建替事業 教育総務課

小学校防音設備整備事業 教育総務課

中学校防音設備整備事業 教育総務課

児童教育活動事業（学校配当） 教育総務課

生徒教育活動事業（学校配当） 教育総務課

小学校管理用物品購入配布事務 学校教育課

中学校管理用物品購入配布事務 学校教育課

教育委員会運営事務 教育総務課

校長･教頭連絡協議会支援事業 学校教育課

　 　

教職員人事事務 学校教育課

教職員互助会支援事業 学校教育課

教職員公務災害補償事務 学校教育課

小学校非常勤講師派遣事務 学校教育課

中学校非常勤講師派遣事務 学校教育課

学級編成事務 学校教育課

学校医等公務災害補償事務 保健給食課

教職員健康診断事務 保健給食課

学校事務研究協議会支援事業 指導室

大和の教育刊行事業 教育総務課

私立幼稚園運営支援事業 こども総務課
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